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我が国の教育条件は国際水準に達していない
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平成３年度 平成１８年度

学校現場が抱える問題は年々困難になっている

２．４倍

(1)不登校児童生徒の割合

小学校

平成３年度 平成１８年度

中学校

２．８倍

0.14%

0.33%

1.04%

2.86%

１．問題を抱えた子どもが増えている

出典：文部科学省「平成１８年度生徒指導上の諸問題の現状（不登校）について（８月速報値）」
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平成９年度 平成１７年度

１．５倍

(2)学校内での暴力行為の件数

小学校

平成９年度 平成１７年度

中学校

１．３倍

1,304件

2,018件 18,209 
件

23,115 
件

出典：文部科学省「生徒指導上の諸問題の現状について」

３



(3)児童虐待の相談処理件数

平成２年度 平成１８年度

３４倍

1,101件

37,343件

出典：厚生労働省「児童相談所における児童虐待相談対応件数等」
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(1)通級による指導を受けている児童生徒数

平成５年度 平成１８年度 平成５年度 平成１８年度

小学校 中学校

11,963 
人

39,764 
人

３．３倍

296人

1,684人
５．７倍

２．特別なケアが必要な子どもが増えている

出典：文部科学省初等中等教育局特別支援教育課「特別支援教育資料」
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(2)日本語指導が必要な外国人児童生徒数

平成３年度 平成１８年度 平成３年度 平成１８年度

小学校 中学校

3,978人 1,485人

5,246人
15,946 

人

４．０倍 ３．５倍

出典：文部科学省「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等に関する調査」
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学校給食費を払わない保護者がいる学校の割合（平成１８年度調査）

小学校 中学校

40.4％

51.2％

３．対応が困難な保護者が増えている

出典：文部科学省「学校給食費の徴収状況に関する調査」
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教員はますます多忙になっている
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76%

教員以
外の専
門スタッ
フ, 24%

日本

(1)教職員総数に占める教員以外の専門スタッフの割合

出典：平成１８年度学校基本調査、諸外国の教員（平成１８年３月）文部科学省

１．我が国の教員は授業以外の業務負担が多い

８



●昭和４１年度調査
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(2)教員勤務実態調査（昭和４１年度調査と平成１８年度調査の比較）

・昭和４１年度と比べ、「事務的な業務」、「生徒指導等」、「補習・部活動等」の業務が増えている。

出典：文部科学省「教員勤務実態調査」
９
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(出典)OECDｲﾝﾃﾞｨｹｰﾀ2007年度版

２．我が国の教員は勤務時間が長い

初等教育における教員の法定勤務時間数

※米国は、法定勤務時間数に関するデータがないため、学校内勤務時間数（授業時間および授業以外の時間も含めて、教員が学

 

校内にいなければならないとされている時間）を記載した。
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(出典)文部科学省「教員勤務実態調査」

３．残業時間が大幅に増えている ４．休憩時間がほとんどとれなくなっている

４．３倍

１／２以下

年間ベースの１ヶ月あたり残業時間 年間ベースの１日あたり休憩時間
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(出典)文部科学省「平成18年度教員勤務実態調査」

平成７年度 平成１７年度

３．５倍

0.13％

0.45％

５．教員の精神性疾患が急増している

教職員数に占める精神性疾患の割合

(出典)文部科学省「教育職員に係る懲戒処分等に関する調査」
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１．一般公務員との差

 が 縮まってきている
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２．警察職・消防職を

 大きく下回っている
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３．勤務時間１時間当たりの
給与は他の先進国より低い
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(出典)総務省「地方公務員給与実態調査」 (出典)総務省「平成18年地方公務員給与実態調査」 (出典)OECDｲﾝﾃﾞｨｹｰﾀ(2007年度版)

【教員給与の水準】 【職種別の給与水準】 【教員１時間当たりの給与】

教員の給与は高くない
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教員の人材確保が難しくなってきている
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出典：文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況について

１．教員採用試験の倍率が下がってきている

平成１８年度公立学校教員採用選考試験の実施状況（採用倍率）

１／３

２／３

１４



２．特に都市部の小学校教員の確保が危機的状況になりつつある

小学校教員採用試験の倍率が３倍以下の自治体
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出典：文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況について

平成１８年度公立学校教員採用選考試験の実施状況（小学校競争率）

注１）名古屋市は併願者を除いた倍率（併願者を含めると３.２倍）
注２）大阪市は一次免除者を除いた倍率（一次免除者を含めると２.０倍）
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(出典)総務省「地方公務員給与実態調査」

児童生徒１人当たりのコストが高くなっている

１．教員の平均年齢が上がるとコストが高くなる

教員の平均給与月額比較（平均年齢における比較）

１６



２．学校規模が小規模になるとコストが高くなる

出典：平成１８年度学校基本調査、平成１８年度地方教育費調査（H17会計年度）

埼玉県（学校規模最大） 高知県（学校規模最小）

児童生徒４０人当たり

本務教員数
２．０８人 ３．８８人

児童生徒１人当たり

学校教育費
７４万円 １１８万円

児童生徒にかかるコスト（学校規模における比較）（公立小・中学校）
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３．学校規模が縮小してきている

出典：学校基本調査

１校当たりの児童生徒数

423人
317人

平成元年 平成１８年

１校当たりの児童生徒数（公立小・中学校）

△106人

１８


